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1.研究背景と目的 

私たちの生活において，上下水道や都市ガスなど

の地中埋設管は，都市機能や都市生活を維持するう

えで不可欠なライフラインシステムである．2016 年

4 月に発生した熊本地震でも，これらの地中埋設管は

大きな被害を受けた 1)． 

本研究では，熊本地震の際の上水道管路の被害分

析を行う．上水道管路の管種，継手，口径，微地形

ごとに地震動強さと被害率の関係性，被害状況の特

徴を分析し，現行の被害予測式の妥当性を評価する．

これらの研究を行うことにより，将来の発生が懸念

される南海トラフ地震や首都直下地震に備え，早期

復旧に役立てたいと考えている．  

 

2.本研究で使用したデータ 

本研究では，地理情報システム(GIS)を用いた分析

を行った．本研究が対象とするのは，2016 年熊本地

震の際の熊本市の上水道管路の被害である．管路，

被害データは熊本市上下水道局から提供を受けた．

これらのデータから管種，口径別の被害率を算出し

た．熊本地震における熊本市の管種別の被害位置と

口径別の管路網を図-1 に示す． 

 

図-1 管種別被害位置と口径別管路網(熊本市) 

 

3.熊本市の管路の被害率 

熊本地震における熊本市の上水道管路の被害率を

算出した．なお，被害率は件/km で定義した 2)．管種

別の被害率を図-2 に示す．溶接継手以外の鋼管（SP

（その他））の被害率が最も高く，次いで普通鋳鉄管

（CIP）の被害率が高い．耐震継手を有するダクタイ

ル鋳鉄管（DIP-ERP）では被害が確認されていない． 

 

図-2 管種別の被害率(熊本市) 

 

次に上水道管路の口径別の被害率を図-3 に示す．な

お，ここでは管種による区別は行っていない．全体

の被害率は口径が大きくなるのに従って，被害率が

小さくなる傾向がみられた． 

 

図-3 口径別の被害率(熊本市) 

 

4.現行の被害予測式の評価 

上水道管路の被害予測式 3)には複数の補正係数が
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設定されている（式(1)）．ここでは，補正係数の基準

値となっている標準管種・継手（DIP-A），標準口径

（100-150 mm），標準微地形（谷底低地，扇状地，

後輩湿地，三角州・海岸低地）の被害率と，その他

の管種・継手，口径，微地形の被害率を比較する． 

 𝑅𝑚 = 𝐶𝑝 × 𝐶𝑑 × 𝐶𝑔 × 𝑅(𝑣)       (1) 

ここで，𝑅𝑚は上水道管路の被害率(件/km)，𝐶𝑝は管

種・継手補正係数，𝐶𝑑は口径補正係数，𝐶𝑔は地形補

正係数，𝑅(𝑣)は標準被害率(件/km)である． 

(1)管種・継手補正係数𝐶𝑝 

既往の被害予測式の管種・継手補正係数の値と，

標準口径・地形における標準管種の被害率と他の管

種の被害率との比を比較した結果を図-4 に示す．ど

の管種も管種・継手補正係数𝐶𝑝の値よりも高い値を

示した.とくに，CIP と SP（その他）は補正係数の値

に対して，非常に大きな値を示した． 

 

図-4 管種・継手補正係数に関する評価結果 

 

(2)口径補正係数𝐶𝑑 

(1)と同様に，口径補正係数の値と，標準管種・継

手，標準地形における標準口径の被害率と他の口径

の被害率との比を比較した(図-5)．200-250 mm では，

設定されている口径補正係数よりもやや大きな比を

示しているが，75 mm に関しては口径補正係数の値

と調和的であることが確認できる． 

 

図-5 口径補正係数に関する評価結果 

 

(3) 地形補正係数𝐶𝑔 

 地形補正係数𝐶𝑔の評価のため，地形補正係数の値

と，標準管種・継手かつ標準口径における標準地

形区分の被害率と他の地形区分の被害率の比率を

比較した(図-6)．図-6 のグループ A は，山地，山

麓地，丘陵，火山地，火山山麓地，火山性丘陵，

グループ B は，砂礫質台地，ローム台地，グルー

プ C は，自然堤防，旧河道，砂洲・砂礫洲，砂丘，

グループ D は埋立地，干拓地を示す．グループ B，

グループ C の地形区分では地形補正係数の値に対

して 2 倍，2.3 倍と大きな値を示したが，その他の

地形区分では補正係数と調和的な値であった． 

 

図-6 地形補正係数に関する評価結果 

 

5.まとめ 

 熊本地震の際の熊本市の上水道管路の被害分析を

行い，分析結果から現行の被害予測式で設定されて

いる補正係数の評価を行った．本研究の結果と被害

予測式の口径補正係数，地形補正係数は近い値とな

ったが，管種・継手補正係数に関しては CIP，SP（そ

の他）で一致しなかった．今後は既往地震の結果と

も比較し，より精度の高い被害予測式の構築を目指

す． 
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